様式第２号（第６条関係）

　　年　　月　　日
補助金交付申請書

大館市長　様

住　　所　　　　　　　　　　　　　　　

（法人の場合は所在地）　　　　　　　　

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　

（法人の場合は法人名及び代表者氏名）　

大館市ふるさと納税産業基盤創生投資事業費補助金の交付を受けたいので、大館市ふるさと納税産業基盤創生投資事業費補助金交付要綱第６条の規定により、関係書類を添えて申請します。

	補助金交付申請額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	添　付　書　類
	(1)事業計画書

(2)収支予算書

(3)補助対象経費の見積書
(4)市税の納税証明書（未納のない証明書）

(5)誓約書（別紙）
【法人等の場合】

(6-1)履歴事項全部証明書（３か月以内のもの）

(7-1)定款等の写し

(8-1)直近３期分の決算書

(9-1)営業許可証等の写し（許認可を必要とする場合に限る）

(10-1)その他市長が必要と認める書類

【個人の場合】

(6-2)住民票の写し（３か月以内のもの）

(7-2)個人事業の開廃業等届出書（個人事業で届出済の場合）

(8-2)直近３年分の確定申告書

(9-2)営業許可証等の写し（許認可を必要とする場合に限る）

(10-2)その他市長が必要と認める書類

	連　　絡　　先
	担当者
役職・氏名
	

	
	E-mail
	

	
	連絡先
	


（別紙）

誓　　約　　書

大館市長　様

私は、大館市ふるさと納税産業基盤創生投資事業費補助金の申請にあたり、下記の事項を遵守します。

記

１ 大館市ふるさと納税産業基盤創生投資事業費補助金交付要綱の内容について遵守します。

２ 補助金の交付決定の通知を受けた日の属する年度の終了後５年（補助対象経費に土地・建物取得費を含む場合には、１０年）以上、返礼品提供事業者として、返礼品等の提供等の業務に取り組む意思を有します。

３ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）、その他の法令等を遵守します。また、当該法令等の規定により受けた必要な措置を講ずるための指導又は勧告に従います。
４ 本補助金交付要綱第１６条に該当し、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消された場合は、取り消された部分について交付された補助金を速やかに返還します。

５ 補助事業が完了した日の属する年度及び当該年度の翌年度において、本補助事業の実施効果を報告します。
６ 当該補助事業により取得した財産等のうち、市長が定める処分を制限する財産について、補助事業が完了した日の属する年度の終了後５年間（土地・建物については１０年間）、市長の承認なしに処分等は行いません。
７ 別紙記載の暴力団排除に関する誓約事項を確認し、これに同意します。
　以上、誓約いたします。
　年　　月　　日
名 称 等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【開業(予定)日：　　　　年　　月　　日】
